
（様式１B）

01 １： 新　　規 ２： 更　　新 ※03 業者CODE （参考）
※02　受付番号

○・○年度において、原子力発電環境整備機構が所掌する地層処分に関する技術開発･技術調査等に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書および添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

   ○年○月○日
原子力発電環境整備機構　理事長　殿

05 郵便番号

06 フリガナ ミ ﾅ ﾄ ｸ ｼ ﾊﾞ

本社（店）住所

07 フリガナ ｹﾞ ﾝ ｶ ﾝ ｼ ﾖ ｳ ｼﾞ

商号又は名称

08 フリガナ ｺ ｳ ﾉ 　 ﾀ ﾛ ｳ 印

代表者氏名 (役職) (氏名)

09 フリガナ ｵ ﾂ ﾔ ﾏ ｼﾞ ﾛ ｳ

担当者氏名

営業第二部○○ｸﾞﾙｰﾌﾟ
10 電話番号 0 3 6 ３ ７ １ ４ ０ ０ ０ （内線３３２） 12 メールアドレス o t s u y a m a @ g e n k a n . c o . j p
11 FAX番号 0 3 6 ３ ７ １ ４ ０ ０ ２

※欄については、記入しないこと。

  　　年　　月　　日

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（地層処分に関する技術開発・技術調査等）

04適格組合
　　証明

1 0

社

第　　　　　　　　　　 号

0 1

役

4

区 芝 ４ － ２東 京 都 港

代 表 取

３

8 0

－ １

 －

（ 株 ） 原 環 商 事

甲 野 太 郎締 長

山乙

 －
 －

 －
 －

郎二

記 入 例

代
表
者
印

必要に応じ欄外に書き加えてください。

都道府県名のフリガナは記入不要

株式会社等法人の種類を表す文字のフリガナは記入不要



（様式１B）

※ 受付番号 ※ 業者CODE

15 ① ②
③　直前２ヵ年の

2020 年　 ４ 月から 2021 年　 ４ 月から 　　年間平均実績高
2021 年　 ３ 月まで 2022 年　 ３ 月まで （千円）

（千円） （千円）

５ ４ ０ ５ ０ ０

　 区　　　分 基準決算時 決算後の増減額 合計
（千円） （千円） （千円）

 ①株主資本 １ １ ２ ５ ６ ８
　　（うち外国資本） （　　　　　　　　　　　　） （　　　　　　　　　　　　）

②評価・換算差額金 ２ ４ ６ ７

③新株予約権 ２ ０ ０

④合計 １ １ ５ ２ ３ ５

流動資産（ 　　４８０，０００千円） (%) 21 １　外国籍会社 ３　日本国籍会社

流動負債（ 　　２６０，０００千円） ［国名：　　　　　　　］ ［国名：　　　　　　　］

（比率：　　　　％）

19常勤職員の数（人） 20 ①創　業 西暦1955 年 7 月 10 日 ２　日本国籍会社 ［国名：　　　　　　　］

　　うち役員数等 ②休業又は 年 月 日から ［国名：　　　　　　　］ （比率：　　　　％）

転（廃）業の期間 年 月 日まで （比率：１００％） ［国名：　　　　　　　］

③現組織への変更 西暦1975 年 6 月 16 日 （比率：　　　　％）

④営業年数 　 6 7 （年）

23 　 自己・自社若しくはその役員等が、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団員、暴力団関係者その他の反社会的勢力
又はそれらの者との関与があると認められる者」ではない。
✓はい 　 いいえ

16
受託実績件数 研究論文件数

実
績
件
数

50 80

外
資
状
況

流動比率＝
18
経営状況

×１００％ ＝

営
業
年
数

１ ８ ４

地層処分に関する技術開発、技術調査等

実　績　高

５５７，０００ ５２４，０００

自
己
資
本
額

17

1 1

基準決算
以前の決算

基準決算

6

4 5 6

．

１１２，５６８

２，４６７

２００

１１５，２３５

貸借対照表の数字を記入してください。 基準決算後、審査基準日までの異動がある場合に記入してください。

（千円）の端数整理は、千円未満四捨五入

「地層処分に関する技術開発・技術調査
等」に該当する実績高を記入してください。

少数点第２位を四捨五入

１年未満切捨て



（様式１B-2）

【１．地質環境】

大項目 中項目 小項目
地質 構造地質 4

火山・火成活動

断層 1 1 2

隆起・侵食

地熱

地震 1 2

資源

地下水 2 3 2

地球科学 1 1 3 4

岩盤力学 1 2 　 2 2

土木 4 2 2 2 4

リモートセンシング

地球統計学 1 1 2

計測・モニタリング 3 2 1 3 3

ボーリング 1 1 4 3

物理探査 1 1

環境保全 環境影響評価，環境調査
環境対策，保全工事
その他

品質保証 品質保証
その他

※1上記「技術分野」において専門分野と経験を有する技術者数を経験年数ごとに整理してください。
　   同一の技術者が複数の分類項目の技術・経験を有している場合には、複数の項目に計上してください。

【７．処分事業の研究に実際に従事できる技術者の総数】
　　処分事業の研究に実際に従事できる技術者の総数を経験年数ごとに記入してください。
　　※各技術分野の延べ人数の合計ではありません。

6 9 10 3 6 10

5年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

2

技術者数一覧表（技術者数および経験年数）

1

1

20年以上
25年未満

20年以上
25年未満

25年以上

1 1

1

25年以上5年未満

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

技術分野

5年未満
5年以上
10年未満

10年以上
15年未満

経験年数ごとの技術者数※１
15年以上
20年未満

同一人物が各分野に重複して技術を有する場合
には、各分野にそれぞれ記入してください。

各分野の技術者数を経験年数ごとに記入してください。

実際に従事できる技術者の総数を、経験年数ごとに記入してください。
（例えば、１名の技術者が複数の技術分野に重複していても、１名として
記入する。）



（様式１B-3）

※ 受付番号 ※ 業者CODE

番

号

1 0 8 － 0 3 － 6 3 7 1 － × × × ×

0 0 1 4 0 3 － 6 3 7 1 － ○ ○ ○ ○

1 0 5 － 0 3 － 4 5 1 1 － × × × ×

0 0 0 3 0 3 － 4 5 1 1 － ○ ○ ○ ○

9 8 0 － 0 2 2 － 2 2 5 － × × × ×

8 5 5 0 0 2 2 － 2 2 5 － ○ ○ ○ ○

4 6 1 － 0 5 2 － 9 5 1 － × × × ×

8 6 8 0 0 5 2 － 9 5 1 － ○ ○ ○ ○

－ － －

－ －

－ － －

－ －

－ － －

－ －

－ － －

－ －

－ － －

－ －

－ － －

－ －

－ － －

－ －

－ － －

－ －

－ － －

－ －
１．本表は申請日現在で作成すること。
２．「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本店又は支店等営業所の名称を記入するとともに（　　）内に連絡担当者名を記入すること。
３．「所在地」欄には、営業所の所在地を記入すること。
４．「電話・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号をそれぞれ（市外局番）-（市内局番）-（加入者番号）の順に記入すること。
５．「技術者数」欄には、それぞれの営業所に在籍している技術者数を記入すること。

)

)

（ )

乙山　二郎

千葉　一郎 ）

愛知　三郎 ）

（ )

（

（

宮城県仙台市青葉区○○町１丁目－××－×凸凹ビル２階

)

（

)

（ )

（

（ )

（

（ )

3
東北支社

4
名古屋支社

（ 宮城　次郎 ）

2
関東支社

郵便番号
営業所名称

（　担当者氏名　）

1
㈱原環商事 本社

（

（ ）
東京都港区芝４－１－○○

技術者数

31

5

4

電話・ＦＡＸ番号所在地

愛知県名古屋市東区○○町○○－○－○

東京都港区西新橋２－××－△△

営　業　所　一　覧　表

4

担当者氏名は必ず記入して
ください。

電話番号は契約を担当する方に直通する
番号を記入してください。

各営業所に在籍する技術者数を記入してください。




